
第一号第一様式（第十七条第四項関係）理事長 園　長 担当者

法人単位資金収支計算書
（自）令和  5 年  4 月  1 日　（至）令和  6 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　みつばち福祉会
（単位：円）

保育事業収入 402,012,004 941,802,004 550,2

受取利息配当金収入 008 008 0

その他の収入 000,446,6 383,246,6 716,1

事業活動収入計(1) 400,558,604 233,158,604 276,3

人件費支出 805,933,413 302,623,413 503,31

事業費支出 677,579,73 119,469,73 568,01

事務費支出 225,965,42 873,165,42 441,8

その他の支出 000,596,4 000,596,4 0

事業活動支出計(2) 608,975,183 294,745,183 413,23

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 891,572,52 048,303,52 246,82△

施設整備等補助金収入 000,077,1 000,077,1 0

施設整備等収入計(4) 000,077,1 000,077,1 0

固定資産取得支出 701,944,9 701,944,9 0

施設整備等支出計(5) 701,944,9 701,944,9 0

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 701,976,7△ 701,976,7△ 0

その他の活動収入計(7) 0 0 0

その他の活動支出計(8) 0 0 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 0 0 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 190,695,71 337,426,71 246,82△

前期末支払資金残高(12) 663,471,52 663,471,52 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 754,077,24 990,997,24 246,82△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）理事長 園　長 担当者

法人単位事業活動計算書
（自）令和  5 年  4 月  1 日　（至）令和  6 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　みつばち福祉会
（単位：円）

保育事業収益 941,802,004 523,503,983 428,209,01

その他の収益 383,998,1 498,515,1 984,383

サービス活動収益計(1) 235,701,204 912,128,093 313,682,11

人件費 302,623,413 606,978,192 795,644,22

事業費 119,469,73 637,215,53 571,254,2

事務費 873,165,42 919,289,22 954,875,1

減価償却費 342,961,61 824,751,51 518,110,1

国庫補助金等特別積立金取崩額 537,073,6△ 537,112,6△ 000,951△

サービス活動費用計(2) 000,156,683 459,023,953 640,033,72

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 235,654,51 562,005,13 337,340,61△

受取利息配当金収益 008 148 14△

その他のサービス活動外収益 000,347,4 761,194,4 338,152

サービス活動外収益計(4) 008,347,4 800,294,4 297,152

その他のサービス活動外費用 000,596,4 761,444,4 338,052

サービス活動外費用計(5) 000,596,4 761,444,4 338,052

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 008,84 148,74 959

経常増減差額(7)=(3)+(6) 233,505,51 601,845,13 477,240,61△

施設整備等補助金収益 000,077,1 0 000,077,1

特別収益計(8) 000,077,1 0 000,077,1

固定資産売却損・処分損 0 4 4△

国庫補助金等特別積立金積立額 000,077,1 000,061 000,016,1

特別費用計(9) 000,077,1 400,061 699,906,1

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 400,061△ 400,061

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 233,505,51 201,883,13 077,288,51△

前期繰越活動増減差額(12) 844,835,161 464,238,131 489,507,92

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 087,340,771 665,022,361 412,328,31

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 898,719,82 898,719,82△

その他の積立金積立額（16） 0 610,006,03 610,006,03△

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 087,340,771 844,835,161 233,505,51
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勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)



第三号第一様式（第二十七条第四項関係）理事長 園　長 担当者

法人単位貸借対照表
令和  6 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　みつばち福祉会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 327,027,76 667,779,37 340,752,6△

  現金預金 332,423,14 280,737,55 948,214,41△

  事業未収金 094,693,62 486,042,81 608,551,8

固定資産 926,400,046 567,427,646 631,027,6△

基本財産 746,483,673 526,735,683 879,251,01△

  土地 081,637,17 081,637,17 0

  建物 764,846,403 544,108,413 879,251,01△

その他の固定資産 289,916,362 041,781,062 248,234,3

  構築物 613,674,41 872,901,31 830,763,1

  車輌運搬具 3 3 0

  器具及び備品 444,121,21 040,618,11 404,503

  ソフトウェア 000,530,2 006,472 004,067,1

  人件費積立資産 000,000,41 000,000,41 0

  修繕費積立資産 293,343,32 293,343,32 0

  備品等購入積立資産 049,957,4 049,957,4 0

保育所施設・設備整備積立資産 788,388,091 788,388,091 0

  その他の固定資産 000,000,2 000,000,2 0

流動負債 426,129,42 004,308,84 677,188,32△

  事業未払金 092,256,91 350,732,54 367,485,52△

  職員預り金 433,962,5 743,665,3 789,207,1

固定負債 0 0 0

負債の部合計 426,129,42 004,308,84 677,188,32△

純　　資　　産　　の　　部

基本金 883,730,29 883,730,29 0

  第一号基本金 012,991,78 012,991,78 0

  第三号基本金 871,838,4 871,838,4 0

国庫補助金等特別積立金 143,537,081 670,633,581 537,006,4△

その他の積立金 912,789,232 912,789,232 0

  人件費積立金 000,000,41 000,000,41 0

  修繕費積立金 293,343,32 293,343,32 0

  備品等購入積立金 049,957,4 049,957,4 0

保育所施設・設備整備積立金 788,388,091 788,388,091 0

次期繰越活動増減差額 087,340,771 844,835,161 233,505,51

（うち当期活動増減差額） 233,505,51 201,883,13 077,288,51△

純資産の部合計 827,308,286 131,998,176 795,409,01

　資産の部合計 253,527,707 135,207,027 971,779,21△ 　負債及び純資産の部合計 253,527,707 135,207,027 971,779,21△



別紙１

計算書類に対する注記（法人全体用）

　１． 継続事業の前提に関する注記

　　　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。

 

　２． 重要な会計方針

　　 （１）固定資産の減価償却の方法

　　　　・平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産

　　　　　　取得価額の10%を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法。耐用年数到来時

　　　　　　においても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額(1円)まで償却を行う。

　　　　・平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産

　　　　　　残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額(1円)を控除した金額に達する

　　　　　　まで償却する、償却率を乗ずる定額法。

　　　　・無形固定資産

　　　　　　当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法。

　　 （２）引当金の計上基準

　　　　・該当なし

 

　３． 重要な会計方針の変更

　　　該当なし

 

　４． 法人で採用する退職給付制度

　　　加入している退職共済制度は、次のとおりです。

　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

 

　５． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　　　当法人が作成する計算書類は以下の通りになっています。

　　　（１）法人全体の計算書類（第一号の一様式、第二号の一様式、第三号の一様式）

　　　（２）社会福祉事業における拠点区分別内訳表

　　　　（第一号の三様式、第二号の三様式、第三号の三様式）

　

　　　当法人は社会福祉事業のみを実施している為、以下の作成を省略しています。

　　　　（第一号の二様式、第二号の二様式、第三号の二様式）

　

　　　（３）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　　　ア. 法人本部 拠点区分　

　　　　　イ. みつばちこども園 拠点区分

　　　　　ウ. みつばち第二こども園 拠点区分

　６． 基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 71,736,180 0 0 71,736,180

建物 314,801,445 0 10,152,978 304,648,467

定期預金 0 0 0 0

合計 386,537,625 0 10,152,978 376,384,647

　７． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　　該当なし

 

　８． 担保に供している資産

　　　該当なし

 



　９． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 　　（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 439,321,529 -134,673,062 304,648,467

構築物 37,613,384 -23,137,068 14,476,316

車輌運搬具 7,588,274 -7,588,271 3

器具及び備品 68,140,418 -56,018,974 12,121,444

ソフトウエア 5,766,000 -3,731,000 2,035,000

合計 558,429,605 -225,148,375 333,281,230

 

　１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　   （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 26,396,490 0 26,396,490

未収金 0 0 0

未収補助金 0 0 0

合計 26,396,490 0 26,396,490

　１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　該当なし

 

　１２．関連当事者との取引の内容

　　　該当なし

 

　１３．重要な偶発債務

　　　該当なし

 

　１４．重要な後発事象

　　　該当なし

　１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　　　該当なし

 

　１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

　　　　及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　 （１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし

　　 （２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし

　　 （３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 該当なし

　　 （４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし



別紙２

計算書類に対する注記（法人本部 拠点区分用）

　１．継続事業の前提に関する注記

　　 継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。

 

　２．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　・平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産

　　　　　　取得価額の10%を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法。耐用年数到来時

　　　　　　においても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額(1円)まで償却を行う。

　　　　・平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産

　　　　　　残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額(1円)を控除した金額に達する

　　　　　　まで償却する、償却率を乗ずる定額法。

　　　　・無形固定資産

　　　　　　当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法。

 

　　（２）引当金の計上基準

　　　  ・該当なし　

 

　３．重要な会計方針の変更

　　 該当なし　

 

　４．法人で採用する退職給付制度

　　 加入している退職共済制度は、次のとおりです。

　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

　　

　５．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　 当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっています。

　　（１）法人本部拠点 計算書類

　　　　（第一号の四様式、第二号の四様式、第三号の四様式）

 

  ６．基本財産の増減の内容及び金額

　　 基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0

建物 0 0 0 0

定期預金 0 0 0 0

合計 0 0 0 0

 

　７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　 該当なし

 

　８．担保に供している資産

　　 該当なし

 



 

　９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高　

　  （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

       固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 0 0 0

構築物 0 0 0

車輌運搬具 0 0 0

器具及び備品 0 0 0

ソフトウエア 0 0 0

合計 0 0 0

　１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　  （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

       債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 51,060 0 51,060

未収金 0 0 0

未収補助金 0 0 0

合計 51,060 0 51,060

 

　１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　 該当なし

 

　１２．関連当事者との取引の内容

　　 該当なし

 

　１３．重要な偶発債務

　　 該当なし

 

　１４．重要な後発事象

　   該当なし

　１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　　 該当なし

 

　１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

　　　　及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　（１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし

　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし

　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 該当なし

　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし



別紙２

計算書類に対する注記（みつばちこども園 拠点区分用）

　１．継続事業の前提に関する注記

　　 継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。

 

　２．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　・平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産

　　　　　　取得価額の10%を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法。耐用年数到来時

　　　　　　においても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額(1円)まで償却を行う。

　　　　・平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産

　　　　　　残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額(1円)を控除した金額に達する

　　　　　　まで償却する、償却率を乗ずる定額法。

　　　　・無形固定資産

　　　　　　当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法。

 

　　（２）引当金の計上基準

　　　  ・該当なし　

 

　３．重要な会計方針の変更

　　 該当なし　

 

　４．法人で採用する退職給付制度

　　 加入している退職共済制度は、次のとおりです。

　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

　　

　５．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　 当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっています。

　　（１）みつばちこども園拠点 計算書類

　　　　（第一号の四様式、第二号の四様式、第三号の四様式）

 

  ６．基本財産の増減の内容及び金額

　　 基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 0 0 0 0

建物 63,985,677 0 3,795,897 60,189,780

定期預金 0 0 0 0

合計 63,985,677 0 3,795,897 60,189,780

 

　７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　 該当なし

 

　８．担保に供している資産

　　 該当なし

 



 

　９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高　

　  （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

       固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 150,363,275 -90,173,495 60,189,780

構築物 21,180,384 -13,701,836 7,478,548

車輌運搬具 5,403,875 -5,403,873 2

器具及び備品 38,379,167 -30,484,816 7,894,351

ソフトウエア 3,048,000 -1,937,000 1,111,000

合計 218,374,701 -141,701,020 76,673,681

　１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　  （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

       債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 12,043,130 0 12,043,130

未収金 0 0 0

未収補助金 0 0 0

合計 12,043,130 0 12,043,130

 

　１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　 該当なし

 

　１２．関連当事者との取引の内容

　　 該当なし

 

　１３．重要な偶発債務

　　 該当なし

 

　１４．重要な後発事象

　   該当なし

　１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　　 該当なし

 

　１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

　　　　及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　（１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし

　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし

　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 該当なし

　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし



別紙２

計算書類に対する注記（みつばち第二こども園 拠点区分用）

　１．継続事業の前提に関する注記

　　 継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。

 

　２．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　・平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産

　　　　　　取得価額の10%を残存価額とし取得価額に償却率を乗ずるする定額法。耐用年数到来時

　　　　　　においても使用する資産はそれまでの償却方法を延長し備忘価額(1円)まで償却を行う。

　　　　・平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産

　　　　　　残存価額をゼロとし償却累計額が取得価額から備忘価額(1円)を控除した金額に達する

　　　　　　まで償却する、償却率を乗ずる定額法。

　　　　・無形固定資産

　　　　　　当初より残存価額をゼロとし、償却率を乗ずる定額法。

 

　　（２）引当金の計上基準

　　　  ・該当なし　

 

　３．重要な会計方針の変更

　　 該当なし　

 

　４．法人で採用する退職給付制度

　　 加入している退職共済制度は、次のとおりです。

　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度

　　

　５．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　 当拠点区分において作成する計算書類は以下の通りになっています。

　　（１）みつばち第二こども園拠点 計算書類

　　　　（第一号の四様式、第二号の四様式、第三号の四様式）

 

  ６．基本財産の増減の内容及び金額

　　 基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 71,736,180 0 0 71,736,180

建物 250,815,768 0 6,357,081 244,458,687

定期預金 0 0 0 0

合計 322,551,948 0 6,357,081 316,194,867

 

　７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　 該当なし

 

　８．担保に供している資産

　　 該当なし

 



 

　９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高　

　  （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

       固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 288,958,254 -44,499,567 244,458,687

構築物 16,433,000 -9,435,232 6,997,768

車輌運搬具 2,184,399 -2,184,398 1

器具及び備品 29,761,251 -25,534,158 4,227,093

ソフトウエア 2,718,000 -1,794,000 924,000

合計 340,054,904 -83,447,355 256,607,549

　１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　  （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

       債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 14,302,300 0 14,302,300

未収金 0 0 0

未収補助金 0 0 0

合計 14,302,300 0 14,302,300

 

　１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　 該当なし

 

　１２．関連当事者との取引の内容

　　 該当なし

 

　１３．重要な偶発債務

　　 該当なし

 

　１４．重要な後発事象

　   該当なし

　１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　　 該当なし

 

　１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

　　　　及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　（１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし

　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし

　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 該当なし

　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし




